



of “a Fully-recycling Economy”
斧　田　真理子 　
In this paper, I construct a static model of an economy where
households may dispose of their waste illegally and one monopolistic
producer manufactures the product by using recycled materials as well
as virgin resources. Using such a model, I investigate the conditions
under which all household waste is completely recycled. Moreover, I
examine how the outcome is aﬀected if the monopolist is ﬁnancially
encouraged to recycle further, or if the policing against illegal household









































































3) この点に関しては、Palmer et al.（1997）参照のこと。
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も、xD 単位であると仮定する。この xD 単位のごみの処理に関して、家計に
は 2つの選択肢があるとする。1つめは合法処理で、2つめは不法投棄である。


































で、π は不法投棄が摘発される確率であり、0 ≤ π ≤ 1とする。φは不法投棄




































s.t. I = pxD + z + C(xD, w) (1-3)
xD ≥ w (1-4)




界効用逓減の法則（U � > 0, U �� < 0）が成立していなければならないので、

















∂λ = 0 (1-5)





































1 + βηβ + η
«
xD − p− αη + βπφβ + η = 0 (1-6)




−αη + βπφβ + η x
D + (πφ− α)
2

















w∗ = ηβ + η x











f(v, r) = vτrρ (v > 0, r > 0) (1-10)


















Π(v, r) = p(x) · x− {pvv + prr}+ αwH (1-11)
s.t. Hw ≥ r (1-12)
(1-11)式の p(x) ·xは、財 xの生産から得られる収入を表している。pv はバー
ジン資源 1単位あたりの購入費用、pr はリサイクル 1単位あたりの資源化費







































θ − αη + βπφβ + η
«













θ − αη + βπφβ + η
«









ρvτrρ−1 − pr − µ = 0 (1-17)
ただし、クーン・タッカーの条件より、µ > 0のときは Hw = r、すなわち、
家計から合法的に運ばれてきたごみすべてがリサイクルされるケースであり、






Hw∗(v, r) = 1β + η {η (v
τrρ) + (πφ− α)H} (1-18)
5) (1-11)(1-12) 式より、ラグランジュ関数は、以下のようになる。（µ はラグランジュ乗数）
LP = [p(x) · x− {pvv + prr}+ αwH] + µ [Hw − r]
ただし、(1-13)～(1-15) 式より、p も w も x も、v と r の関数なので、結局、以下のように
表すことができる。
LP = [p (f(v, r)) · f(v, r)− {pvv + prr}+ α · w(x(v, r)) ·H] + µ [H · w(x(v, r))− r]
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また、企業の 1階の条件 (1-16)(1-17)式を解いて整理すると、(1-19)式となる。
v = τ (pr + µ)ρpv
r (1-19)
さらに、(1-18)(1-19)式をまとめると、次式のようになる。




τ (pr + µ)
ρpv
«τ





Hw∗(0) = 1β + η (πφ− α)H (1-21)
したがって、切片がプラス、すなわち πφ > αとなるのは、家計の不法投棄に
対する期待罰金額 πφが高い、あるいは家計によって合法処理されたごみに対
する収集料金 αが低い社会であり、「不法投棄しづらい社会」と呼ぶことにす








β + η (τ + ρ)
„







β + η (τ + ρ) (τ + ρ− 1)
„















【図 2】家計ごみの総量 Hw∗(r) のグラフ
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Hw∗(r)のグラフは、増加凹関数となる。また、そこで述べたような「完全リサ
イクル経済」は、Hw∗(r)のグラフと、r = r で示される 45°線の交点で表さ
れる。Hw∗(r)のグラフの切片がプラスであるかマイナスであるかによって、
交点の数は異なる。つまり、切片がプラス、すなわち πφ > αのとき、完全リ





の完全リサイクル経済（点 rHw=rl ）の 2つである。このとき、不法投棄の摘




























ス（πφ > α）となる社会では、もともと「完全リサイクル経済」は 1つしか
存在しない。このとき、企業が生産面において「リサイクル有利型」になった








不足することになる。その結果、Hw = r という「完全リサイクル経済」は、
以前よりも低い水準で実現されることになる。
一方、「不法投棄しやすい社会」、すなわち Hw∗(r)のグラフの切片がマイ
ナス（πφ ≤ α）となる社会では、高レベル rHw=rh と低レベル rHw=rl という
2つの「完全リサイクル経済」が存在している可能性がある。この時点で、企
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【図 3】リサイクル有利型：πφ > α のとき









【図 4】リサイクル有利型：πφ ≤ α のとき







































ラフが上方にシフトすると、高レベル rHw=r1h と低レベル rHw=r1l という 2つ
7) ここで、「不法投棄の取り締まり強化型」とは、前述の「不法投棄しづらい社会」とは、別のも
のである。「不法投棄しづらい社会」とは、Hw∗(r) の切片がもともとプラス（πφ > α）であ
る社会なのに対し、「不法投棄の取り締まり強化型」というのは、Hw∗(r) の切片が上方にシフ
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の「完全リサイクル経済」が存在することになる。さらに、グラフが上方にシ
フトし、切片が十分にプラスとなるにつれて、rHw=rh と rHw=rl の距離が徐々
に広がり、やがて、1つの高レベル rHw=r2h の「完全リサイクル経済」となる
（【図 5】参照）。
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